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経済学が消費者利益に意識的に関心を示し始めたのは，まさに20世紀の産物である。 20
世紀以前では， リップ・サービス以上のものを消費者に与えるということは殆んどなかっ
たといってよい。 19世紀の重商主義の下においても絶対的な国家権力によって，大衆の貧
困はむしろ国家権力を増進するための政策にとって必然的に一致するものとして認識され
ていた。 D ・ディフォの言葉を借れば， 「われわれ人民の罪悪とは……(1)贅沢， (2)怠惰，
(3)倣慢である」 1)だから貧者は自らの身分に応じて生活し，かつ行動すべしという全く受
身の哲学であった。富裕者と大衆との間の消費の極端な差異にもかかわらず，もし，公平
な分配がなされれば，ある程度貧者を救済することもできようし， 当然それにしたがっ
て，総消費量も増大し，経済活動も拡大するであろうという思想もあった。しかし，その
要求は，たとえ余裕ある消費生活を享受できる人々にとって， それが実際可能であって
も，その展開は絶望的なものであった。
A・スミスは消費は生産の唯一の目的であり，生産者の利益は，それが消費者の要求に
一致する場合にのみえられるものであると主張した。しかし，彼は，消費者主権よりはむ
しろ選択の自由や，各個人の自由を強調した。というのは， 1776年の「国富論」で彼が問
うた経済の論理的教義は，その当時の産業やビジネスが極端な政府規制や久しきにわたっ
て支配してきた重商主義思想に対峙して，彼らの政策を解放するための「自由放任」思想
1) M.J.Boowman, "The Consumer in the History of Economic Doctrine," 
American Economic Review, Vol. XLI. may, 1951. p. 2. 
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を展開することにあった。たしかに，この点については産業やビジネスやビジネス・マン
にとってはこのような教義は，いずれも彼らの要求に一致したものであり，かつ自由放任
思想と自由競争の利益は必要にして，かつ賛美をえるにまことに時機をえたものであっ
た。しかし，不幸なことには，彼の自由競争理論においては，消費者の重要性を展開する
ことに欠けていた。彼が明確に叙述した自由放任や近代資本主義論や自由貿易論などはそ
れ自体の帰結として消費者の利益の実現が必然的に調和されると信じた点にあり， しか
も，彼の思想が20世紀に至るまで西欧やアメリカの経済社会思想を風靡し支配したのであ
る。
消費論を生産論に転化したまま古典学派の消費理論はA・マーシャルによって一応の帰
結をみた。彼の「経済学原理」に表明された消費理論の地位は“「消費理論は経済学の科
学的基礎である」というは真でない.2)とし，彼の経済学は，欲望理論または効用理論と
活動理論または努力理論の二部門からなり，前者は富の研究，後者は人間の研究を主題と
した。そして，この両者は不可分の関係にあり，統一的に考察されなければならないとす
る。しかしながら， 「いっそう程度の高い消費研究は，経済学的分析の主要部分の後にこ’
なければならないのであって，そのまえにくるべきでない。かかる消費研究は，経済学本
来の領域内にその発端を有しているとはいえ，この領域内に結論を見いだしえない」 8)と
指摘し，マーシャル理論では，却って，彼の主題とする経済学から消費理論を孤立化させ
てしまっている。 4)
そのほか，需要と効用などについていくつかの注目すべき経済論文が，経済学者たちに
よって論ぜられたが，消費経済論に関する限り殆んど影響力がなかったといってよい。経
済学に関する限り消費者は20世紀まで重要視されない存在として扱われてきた。
アメリカ経済学の発展のなかで，消費理論はどのように具現してきたかをここで一瞥し
ておこう。「アメリカの経済学はその植民地時代の初期的な朋芽から最近の高度発展に至
2) A. Marshall, Principles of Economics, Vol. r-. MaCmillan, 1961. p.90. 大塚
訳， 181ペー ジ。
3) A. Marshall, op. cit., pp.90~91. 大塚訳， 182ペー ジ。
4)稲葉四郎博士はこの点について，マーシャル原論の消費理論の扱いが， 「理論展開の
不透明と不徹底，何よりも分析的な「孤立の方法」 (methodof isolation) を用具と
する近代的徴視経済理論がこのような方向を馴致したことは疑問の余地が少ないであろ・
ぅ．」と指摘されている。稲葉四郎稿「消費理論の再吟味」「経済研究」第31号，大阪府
大， 10~11ペー ジ。
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るまで，つねにそのときどきの「“産業社会の諸困難”を解決するという現実的実践的課
題を負って現われ，そのような現実的社会的要求によって推進せしめられてきた。アメリ
カでは経済学は思弁的形而上学ではなくて，つねにすぐれて現実的科学であった」 5)とい
われる。したがってその意味では，とくにイギリスの場合のように，封建制度の残滓とた
たかいながら階級闘争と平行して資本主義への道を歩んだ形態の特徴と異なって， むし
ろ，アメリカ独自の実験主義的世界観の形成の方途を開くものであった。そこに生まれた
文明としての哲学は農民精神をあらわすフロンティーアイズムと，機械文明の形成と歩調
をともにした工業的社会，産業的社会を基軸にしたプラグマティズムのビジネス哲学であ
った。プラグマティズムは古い伝統を打破した創造的知性の哲学であって，科学と生産は
技術過程を通して一元化され，理論と行動との二元論が打破されるのである。 6)その意味
において，アメリカ経済学は，いっそう「危機の科学」 7)としての性格を帯びるとともに
経済的社会的な停滞や危機をいかに克服するかという実践的課題の解決的な目標に奉仕し
てきたのである。とはいえそれらは，資本主義の経済体制の性格を根底にしている限り，
そこには多くの矛盾が露呈し，かつ危機に遭遇した。特に1929年の恐慌はまさにそれであ
った。それこそ，アメリカ経済の深刻な一大脅威であったし，アメリカ経済学にとっても
腕をふるう偉大なる試金石であった。
しかし，これまでに到達してきたアメリカの経済理論はどのようなものであったのだろ
うか。例えば1885年アメリカ経済学会の創立とともに発展してきた理論の帰結は， 「(1)ア
メリカ経済学はまず第ーにきわめて「楽観的」経済学であった。……アメリカ人は，収穫
逓減や生活賃金といったような暗いマルサス的観念にとらわれるはずがなかった。ヘンリ
-・C・ケアリ:-(H. C. Carey, 1793-1879) などは， 至るところに社会的調和をみと
め，古典学派のゆううつな展望に反対する立場をとっていた。 (2)それは神学的性格が強か
った。……典型的な経済学教科書の著者は多く牧師であった。彼らは，競争経済体制は神
が調和的なやり方で設計し給うたものであると考えていた。 (3)それは，著し＇く保護主義的
性格をもっていた。·…••このような性質は，私的自由企業の自由競争の信念に合致しなか
ったために， 多くの論者は保護主義をもって論理の逸脱として説明しようとしたけれど
も，そのような傾向が最初からアメリカ経済思想の基礎となっていたことは，疑いのない
5)小原敬士，『アメリカ経済学の諸形態」 1ペー ジ。
6)新明正道他編「社会思想史辞典」創元社， 1950年， 537ペー ジ。
7)小原敬士，前掲書， 2ペー ジ。
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ところである。 (4)それはしばしば民族主義的性格をともなっていた。……ハーバード大学
のボウエン (F.Bowen,1811ー 1890)が AmericanPolitical Economy, 1870. をかいた
し，カーヴァー (T.N. Carver, 1865ー ？）も第一次世界大戦の頃に，明白な民族主義的
性格をもつ経済学教科書を著わした。 (5)それは資本家的保守主義の傾向をもっていた。•••
…経済体制の調和的性質というのは，結局，容赦のない競争の調和性を意味する。 19世紀
の初期には， ひとびとはこのような競争の結果は， 平等な社会を生み出すと考えていた
が，同世紀の末期には，ひとびとは競争の結果は富の非常な不平等となると考えるように
なった。そしてスペンサー流の素朴な社会的ダーウィン主義一優勝劣敗の哲学ーが流行し
た。イェール大学のウィリアム・グレイアム・サムナー (W.G. Sumner, 1840-1910) 
などがその代表的なものであった。 (6)それは多分に非理論的もしくは反理論的性格をもっ
ていた。それはハーバード大学のダンバー (C.F. Dunber, 1830-1900) の "Economic'
Science in America," North American Review, Jan. 1876. の中の有名な言葉によっ
て最もよくいい表わされている。彼はいった。「アメリカは， 政治経済学の理論の発達に
たいしてなにひとつ貢献しなかった」……サミュエルソン自身も，「われわれは，初期の
アメリカ経済学者が，経済理論に関するかぎり，原始的な側に立っていたという非難をう
けいれざるをえない」という」 8)と，小原教授は指摘されている。
（二）
上述したようなアメリカ経済学の思想的潮流のなかで，消費理論ことに消費経済論の認
識が，一般経済学のなかで高まってきたのはなぜであろうか。この原因は極めて複雑にし
て多様化したアメリカ経済の特質のなかに見出だされるのであるが， その主要なものは
「供給が過剰になって消費者の需要を喚起する必要がある」 9)ことにあった。実際アメリ
カ経済は，決して他の資本主義諸国の例外ではなく，好況と不況の反復を繰り返しながら
展開した。きわだった主な恐慌をあげれば， -1819年， 1837年， 1857年， i873年， 1884年，
1893年， 1903年， 1907年， 1913年， 1920年および1929年10)がそれであり， 特に注目すべ
き点は， 20世紀に近づくにしたがって恐慌の週期が極めて短縮化したことであった。恐慌
8)小原敬士稿「アメリカ経済学」「経済学史講座」第3巻，有斐閣， 126~127ペー ジ。
9)福田敬太郎『消費経済学』 2~3ペー ジ。
10) H.U. Faulkner, American Economic History, 8th ed. 1966. p. 637. 小原訳， 823
ペー ジ。
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に対処する処方箋は市場問題をどのように解決するかの政策にかかわり，特に市場戦略の
政策としてマーケッティング諸政策が現われた点は注目されなければならない。
さらに，消費研究はもう一つの方向で研究された。その一つは，さきに述べたヨーロッパ
やイギリスの労働者生活状態の調査をもとにして，一定の生活水準や生活標準をみいだそ
うとした一連の家計調査が，アメリカにも多くの影響を与えた点である。たとえば， John
A.Ryan, A Living Wage, 1906. マサチュセッツの労働者家計調査の CarollD.Wright, 
Massachusetts Labor Report for 1875. 1901年労働局による33州25,440世帯の大規模
な家計調査 (Bureauof Labor, Eighteenth Annual Report, 1903. "Cost of Living 
and Retail Prices of Food"). W.O.A.Atwaterによって開発された生計費調査 (1895
~96年ニューヨーク市の調査）の U.S.Dept. of Agriculture, Farmer Bulltein, No.142. 
1905,._;,06年ワシントンの19世帯に5週間にわたって家計簿を記帳させ，その結果を分析し
た S.E.Forman, Condition of Living Among the Poor, U.S. Bureau of Labor, 
Bulletin No. 64, May. 1906.1903年11月から 1905年9月までニューヨーク市ウエスト・
サイドのセッツルメントで労働者世帯200を調査した LouiseB. More, Wage-Earners' 
Budgets, A Study of Standards and Cost of Living in New York City, 1907. ニュ
ーヨーク市にけおる勤労者世帯391の生計費調査 RobertC. Chapin, The Standard of 
Living among Workingmen's Families in New York City, 1909. 労働統計局によ
って1918~19年全国造船工業都市92市， 1万3,000世帯の調査で， この結果はコロンビヤ
大学教授 W.F.Ogburn,, "A Study of Food Costs in Various City." (Monthly 
Labor Review, Aug. ml 9.11lなどがそれである。また 1929年の恐慌後， アメリカの生
産能力や消費能力を均衡のとれた経済体制の再確立を目的として分析したものに Brno-
king Institution, America's Capacity to Consume, 1934. ゃ WilliamH. Lough, 
High-Level Consumption, 1935. 及び，ジンマーマン (C.C.Zimmerman)かれ自身の
家族生活の研究を基礎にした Consumptionand Standards of Living, 1936. などがあ
げられる。
このように家計分析に対するつよい関心は，他方では消費の側面における内面的分裂を
意味する。そこでは生計費や生活贅，ひいては生活水準や生活基準に視点を求めながら家
族生活の予算や消費支出形態に次第に関心が増大していった。しかし，広範な経験的実証
11)福田敬太郎稿「アメリカ消費経済学」， 高垣寅次郎編『アメリカ経済学研究」 130~
133ページ。神代欣和「アメリカ産業民主制の研究」 291~305ペー ジ。
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的な研究の家計調査結果は，労働組合運動の鎮静手段に利用された。他方，生産力の飛躍
的発展によって，最低生活水準を上回る実質所得を有する世帯比率の増大，賦払購入や消
費者負債の上昇，消費者行動の非合理性，家族の購買慣習の変化，耐久消費財の保有形態
の変化，商品の購入意図や計画などこの種の豊富な資料が作成されたが，それらは却って
企業の販売戦略や市場の拡大のためのもっとも好都合な資料に利用される標的となった。
（三）
1900年までは，消費に関する研究らしいものは殆んど現われなかった。しかし， 1899年
に発刊されたT・ヴェプレンの「TheTheory of Leisure Class」はその後多くの追随
者や批判的評価を生んだとはいえ消費理論における卓越した研究であったし，また制度学
派の先駆者ともなった。ヴェプレン(1857-1929年）は，当時アメリカ経済学の主流派の一
人であったJ・B・クラークやプラグマテイズムの創始者C・S・ビアース，スペンサー
学説と進化論思想の支持者であったW・G・サムナーなどの学問的影響の下に，かれ独自
の学問体系を構築した。当時，アメリカ資本主義は，南北戦争後，その成長の障害を除か
れて好調な発展を示したとはいえ，独占資本の台頭，たび重なる深刻な経済恐慌，自由競
争の制限，資本家の背徳行為などの問題には，これまでの経済学がすつかり時代おくれと
なってしまっていた。しかも独占体の支配は年とともに深化し， 1890年にはシャーマン反
トラスト法が施行されねばならないほどの独占資本の集積，集中は熾烈となっていた。彼
は経済学が人間行為にかかわる科学の研究であるかぎり，また研究課題が物質的生活手段
との関係における人間行為であるときには，その科学は必然的に物質文明の生命史の研究
となり，この物質文明は，あらゆる人間文化と同じく制度の構造であり，制度的組織なら
びに，制度的成長であるとする。またすべての人間行動は，文化的に条件づけられた行動
である。しかし文化的に条件づけられた行動は規則正しいものであり，それは構造や形態
をもっている。これこそは社会的慣習の機能であり，それを維持し，固執化されて，制度
的な構造となる。まさにアメリカ独占体制こそ制度として把えられた。このような制度に
おいての消費の形成，なかんずく富の所有にもとづく社会階級の区別こそ，私有財産制度
を支配している金銭的見栄である。その消費の主体的機能こそ「街示的消費」 (Conspic-
uous Consumption)なのである。しかもよりいっそう街示的消費は彼の直接的消費か
ら満足をえるだけでなく，他人の態度や意見のなかに反映する自分たちの地位の向上や地
位の確認などからも満足をえる。しかし，街示的消費の効果はさらに富の所有や蓄積に伴
なっていっそ財貨の消費能力を誇示する形態変化をひきおこす。代行的消費者の出現がそ
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れであった。このように消費者行動における消費者の非合理性，消費の誇示的行為，金銭
的見栄，生活慣習や制度，有閑階級と保守性など彼独自の用語や言いまわしでアメリカの
経済や文化や社会など広汎な領域にわたって諧譴的にしてしかも風刺的に叙述しながらも
アメリカ資本主義の本質に鋭い解明を加えながら理論を展開した。
T・ヴェプレンにつづいて1900年代に入ると，消費理論に関する研究の開花期をむかえ
た。その主なものをあげれば次の通りである。 12)その社会での各々の文化的経済的集団
での実際的支出形態の研究でこの分野の先駆者となった Simon N. Patten の The 
Consumption of Wealth(l889), および Theoryof Dynamic Economics(1882)があ
る。消費者の数・年令・職業・居住地・所得，市場価値の評価，食料や衣料その他の品目
の国民消費量などの問題に関する極めて重要な実証的研究の Paul H. Nystrom の
Economic Principles of Consumption(l929). 彼は， この時代の繁栄期において略々
人口のうち18.5%は最低生活水準またはそれ以下であり 16.8、彩は最低の健康と能率基準
にあり， 25彩は最低の満足水準にあったと評価している。ミネソタ大学の W.C.Waite, 
Economics of Consumption (1928) は，統計的な需要曲線と予算研究を用いて需
要の所得弾力性と価格弾力性の注目さるべき定式化を行なった。 1939年にはキャサディ
(Cassady)と共著で "TheConsumer and the Economic Order.• を出した。選択理
論に文化人類学をとりいれたものには，アイオワ大学の E.E.Hoyt, The Consumption 
of Wealth (1923)がある。消費支出を極大効用において研究した GeorgeP. Watkins, 
Welfare as an Economic Quantity (1915)がある。消費の研究を発展せしめたひと
びとのなかには．制度学派の影響を受けたものもすくなくなかった。また，イギリスの経
済学者 ].A.Hobson (1858-'-1940)の「過少消費理論」 "UnderConsumption Theory" 
に影響された人々もあり，それらのうちには HazelKyrk (1886-1957), Theresa S. 
McMahon(l875-?), Tessica B. Peixotto (1864-1941)がいる。
シカゴ大学の H.Kyrkは消費支出の経験的研究や消費理論の発展に貢献した。彼女の
主要著書 "ATheory of Consumption (1923)"で， 人々の欲望や動機は個人本来の支
配力によるよりはむしろ，その時代の社会的影響によって決定されるものであることを社
会学や心理学の観点から強調した。また哲学的観点にもとずく価値論を研究に利用しょう
とした。このような研究方法をとったので， 正統学派から，彼女は制度経済学または経．
12) Joseph Dorfman, The Economic Mind in American Civilization, 1959. Vol.5. 
pp.570~578. 
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済社会学の帰依者とみなされた。本書は人口論の権威者であるシカゴ大学教授 James
Alfred Fieldのもとでかいた博士論文である。その後この論文は HartSchaffner & 
Marx賞をうけ， John.M. Clark教授（コロンビヤ大学）の監修のもとに出版された。
そのほか彼女は EconomicProblems of Family, 1933. を著している。 H.Kyrk と同
系統の研究で，しかも歴史的展開を織り混ぜた研究にワシントン大学の T.S.McMahon, 
Social and Economic Standards of Living (1925)があり，彼女はその研究の根底を
T・ヴェブレンの“人間の見栄の性向”においている。とくに彼女は賃金上昇期における
労働者の模倣的行動に関心を向けて次のようにいう。彼らはこの時期において富裕者的な
行動となるという。見栄に対する人間の性向は，旧いものが民主化されるように，新しい
差別の形態を探し求めて彼らをしてかりたてるのである。もともと低い生活基準は極大の
生産を獲得するための手段として確認されたものである。だから彼らの肉体的な能率を維
持しあるいは増加させるために，彼や彼の家族にたいし適当な食物や衣服や住居の必要を
認めるようになった。最近では労働者の精神的要求も考慮されるようになった。この動因
は，利潤のしからしむところである。例外もある…•••そこでは人々は，よりいっそう高度
の分配の正義を促進する欲求によって剌激される場合もあるが，しかし競争的に組織され
た産業社会においては極めて少数の人々に限られる。経済的な生活標準は大部分，雇用階
級によって引上げられたし，社会科学者たちは，労働者の賃金や労働条件の向上を期待す
る限り，彼らと協力した。経済学者たちはよりいつそう充実し，かつ快適な生活を可能に
するための生産増加の重要性を認識させることに力をかした。また完全に社会的に重要で
ある商品（狭義の意味）の消費は労働能率の増加を意味するので，生産の損失は国民の関
心事になったのである。というのも経済学者たちは，一般福祉の増進は直接的に国民の生
産能力に左右されているのだ，ということを認めていたからである。剰余は人口の肉体的
能率を維持するために必要とする以上のものからえられるのだが，そこには二つの根本的
な問題が生ずる。その一つは，個々人の労働能率をできるだけ維持する方法での国民所得
の分配と， もう一つは最大可能な幸福を促進するための剰余の分配の要請がそれである。
いかにしてこれらを実現するか。広汎に政権が散在しているアメリカでは，その効率的な
行動計画は人民の意志によらねばならないとする。そしてこのような広い社会計画や新し
い社会の管理には，彼らの業績によって共通的な目標の達成の指導原理として受けいれら
れた指導者層による代表者の管理が行なわれるだろうという。マックマホン教授はその状
態を単に生活標準と表現する。その主唱者は一般的な知性以上のものをもっている。贅沢
な消費支出で表現されるような高い生活標準がなんらかの知性的美徳を伴なっておれば，
110 
「消費経済論」研究の興隆と展開（小谷） 423 
賛沢な生活様式の享受に決して左右されない社会進歩の次の段階に首尾よく移行すると考
えるのである。人々の進歩は生活標準によって測定できるという進化論をうけいれるので
あれば，物質的標準が生活標準になるかもしれないが，しかし卓越した少数の人々が示威
するが如き最高の表現での進化論的な標準過程の第一段階は単純化されるのである。この
意味において，高い社会的な生活標準は単なる物質的標準ではなくて，現に少数の人々の
間でのみ共通せるいっそう高い精神的な生活を要求する社会標準になろう。
カリフォルニア大学の J.B.Peixottoの場合，彼女の研究によると楽観的な態度をとっ
ている。彼女は専門的・熟練労働者の如き窮貧線以上の支出の集団調査に新しい理論根底
を切り開いた。 1927年O)_"Getting and Spending at the Professional Standard of 
Living"でカリフォルニア大学の96人の学部職員と彼の家族のサンプル調査を作成し，
"How Workers Spend a Living Wage (1929)"の研究論文でサンフランシスコにお
ける82の印刷工の家族に利用した。このなかで彼女は次のような考え方を明らかにしてい
る。主として黒人や白人にみられる支出のたいていの格言は，新しい要求に頑固に抵抗を
主張したり，危険や新しい資本蓄積に対して倹約の利益での禁欲を賞賛しているというこ
とである。一般の人々のなかで倹約をすすめる人々は教師ばかりでなく政府，銀行家，保
険会社，商人であった。しかし，消費支出に関する別の矛盾した慣習もいっそう明らかに
された。事実，支出というものは物質的なゆたかさをえる手段であるということが，若い
人々にとっても企業ICとっても親しみやすい信条であった。アメリカ人の生活標準の本質
的な特徴は，禁欲の信条ではなかった。むしろ個人や家族の欲望の規模が多様性や強度に
おいて量の増大をはからねばならなかったし，またそうすべきであった。消費支出や多様
な欲望は，恒久の幸福や一般の福祉の増加に導くというゆたかさ溢れる信条にあったので
ある。
（四）
1924年には，特に消費に関するアメリカ人の経済生活のための教育目的をつきとめるた
めにH・ハラップが，「消費者の教育」 ("TheEducation of the Consumer:A Study 
in Curriculum Material, 1924. ")を公刊した。彼は，このなかで消費者教育は，』磁
の観点からそれぞれの家庭用品の購買や使用上の実際的な助言，耐久性，健康，快適さ，
美しさを内容として，しかもそれぞれの商品についての選択，購入，貯蔵，注意および手
入れに関連した問題，消費慣習における多くの特殊の欠陥とこれらに対する改善の問題を
扱っている。そして，それらを通して，人間の経済生活における食物，住居，光熱および
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被服などの消費で表わされるものと，経済環境との能率的な関係の諸要素に対する教育の
目的の手引書として刊行を意図したものであった。このような教育の目的のもとに，彼の
提案するカリキュラム作成を規定する五つの要点は，能率的な社会生活の基本的要素，学
習者の性格，学習の法則，教師の性格および態度，資源および社会の規制がそれである。
また，本書で触れている関心の範囲は消費者としての人間の経験にまで及んでおり，その
領域は，経済学，社会問題，数学，科学，家政及び産業技術の分野や衛生にまで及んでい
る。
消費者教育は1920年代以後，その目的の一つとして学校制度にとり入れられたが，その
発展には強い抵抗のあったことも事実である。この点についてD・ハミルトルは次のよう
に指摘している。 13)消費者教育は，地方の産業社会とその地方の教育制度の間の摩擦の根
源となった。それは企業の利益と消費者の利益は必ずしも一致しないということである。
かくして広告，保証書（購買商品に対する），賦払信用の費用とその実際の費用， 消費者
のテスト機関の長所，不正と詐欺の実態検証などに関しては，地方の産業社会の一部にい
ちじるしい憤慨を煽ることもあった。また，一般に学校理事会は， 産業社会の名士から
なる委員や，彼らと見解の一致したひとびとによって運営されていたので，産業社会に気
に入ること，気に入らないことについては特に敏感であった。このような状態だからいく
つかの賢明にして価値のある消費者教育がカリキュラムに導入されると，ときには反対も
起こった。このような状勢によって， 賢明な消費者教育の進捗率は低下する傾向があっ
た。第二の抵抗の根源は，伝統的なカリキュラムの固執者から起こった。カリキュラムの
進歩と社会が学生に与えたいというカリキュラムの要求との間にはかなりのおくれがあっ
た。かって確立されたカリキュラムは，永久に既得権を有しているひとびとの支持者たち
と，•その時代の相当の名声をもっているひとびとの支持者たち双方によってつくられたも
のである。このように，いったん確立されたカリキュラムに新しい消費者教育を導入する
ことにはいろいろと異議が申し立てられたりして多くの困難を伴なった。最後に，消費者
教育は婦人の劣等的地位に対する伝統的な態度やこのような任務は本来婦人に課せられて
いるものであるということからも悩みが起こった。ごく最近の数十年までは，婦人たちは
男性に比ぺ社会的にも低い地位を占めていた。このことは彼女たちの投票権がないことや
財産権の制限を含む女性の法的権利のいっそう低いことによっても明らかである。 20世紀
に入って，いっそう低い婦人の地位を一般に認識するという重要な変化が起こったのであ
13) D. Hamilton, The Consumer切 OurEconomy, 1962. pp.307~308. 
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る。それでもなお，婦人は男性に比べて地位の低い扱いをうけたし，また消費は婦人の仕
事としての家政技術として見なされ，男性支配の生産過程に対して二次的な重要性しか与
えられなかった。だから消費経済論や消費者教育の地位に関する限り，教科が初めて女子
のために設けられてもカリ手ユラムではいっそう低位なものとして与えられたにすぎな
い。このことは不幸なことであった。というのも消費はつねに両性にかかわる過程であ
り，また，ひとびとは家族活動にいっそう大きな干与をしているからである。
1930年代に入ると消費経済論は大きな脚光を浴びる分野となって，この分野における研
究の関心は異様な高まりをみせた。いうまでもなく，それは1920年代の繁栄とくに1923~
29年の7年間は，アメリカでかつて経験したことのない高水準の消費がつづき，アメリカ
の世帯の60%以上は彼らの生存の必要を上回って，娯楽や贅沢品に貨幣を支出したが，そ
れは， 1929年10月の大恐慌に突入した。そこでは消費理論の定式化への試みから消費が生
産との関連において各々のもつ能力の均衡化への試み，更に経済体制内の均衡の再確立を
目的とする分析や資源のより有効な利用のための消費の比較的高い水準を調和させる努力
などに関心が向けられた。 1934年プルッキングス研究所からの刊行による「アメリカの消
費能力」 (M.Leven, H. G. Moulton and C. Warburton, America's Capacity to 
Consume, 1934.)は大恐慌前の資料に基づいて，アメリカの生産能力と消費能力の分析
に努力を注いだ。とくに持続的な過剰生産の不安，生産量の制限に対する需要，余暇など
を問題とした。例えば， 1929年の実質の財貨サービスの生産額は，約810億ドルであった
が，潜在的な生産能力は，実質生産額の20%(約970億ドル）以上にのぼった。それに対
して同年実質の消費財の生産は約700億ドルであり，かつ消費財の潜在的な生産は約860億
ドルであった。このようにアメリカの生産力を完全に利用した場合，過剰生産の問題がい
よいよ栓桔化する傾向すらあった。このような事態のもとに，大恐慌に突入したのであ
る。 1935年W・H・ラフが「高水準の消費ーその行動と結果ー」 (W.H. Lough, High-
Level Consumption: its Behavior; its Consequence, 1935.)を刊行した。彼は本書
について，その序文で次のように述べている。本書はまずビジネス・マンのために，そし
てまた広く一般の読者を対象に著したものであるとし,1920年代のいくつかの最悪の失敗
をさけるのに役立つべき国民消費の測定や予測を提案している。そこで，消費に関する特
徴的な変化でいっそう重要なことは，消費は生存水準以上に進んだり，高水準消費の不安
定効果が一般的に否定される場合である。しかも消費は末知の因子であるから，もしこれ
を正確に分析し，かつ解明すれば消費者支出の基本的評価をうることによって，不況や好
況のいっそう十分な理解をえるのに多くの貢献をするだろうとしている。まね彼は消費
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者の基本的欲求について五つをあげている。生存 (subsistence),享楽 (enjoyment),
賛同 (approval),優越 (prominence)および安定 (security) がそれである。この分
類は科学的であると主張したいのではなくて，むしろ長期の直接的な観察の結果によるも
のであるとしている。しかも，彼の分析によれば消費支出力の上昇によって， 1921~29年
間に「享楽」，「賛同」および「優越」のそれぞれの欲求は総支出力の比率で比較して二倍
近くになっていると指摘している。それに反して生存欲求はほとんど静態的状態にとどま
っているとしている。また W・H・ラフのいう High-LevelConsumption. とは，生存
水準をこえる消費 (Consumptionabove the level of subsistence)であり，それは特
に1920年代におけるアメリカの世帯の消費支出をさしている。
W・B・ビットキンは「消費者ーかれの性格と慣習変化」 (WalterB. Pitkin, The 
Consumer: his nature and his changing habits, 1932.)を著した。彼は本書の刊行
の7年前から消費者に関する印刷物，とくに新聞や雑誌や書物をもとに研究した成果をこ
れに収めたものである。しかも，かれによると，このような要請が明らかにあったにもか
かわらず利用できる価値のある情報はなかったという。ただ大企業のみがしかも消費者に
関する断片的な情報をもっていたにすぎなかった。しかもこれらに関する各種の広告業者
や研究機関による研究や資料収集や統計技術はまずいもので不正確でさえあった。消費者
という人間は，経済的な動物や社会の構成員や個人精神や財貨の購買者よりもずっと多く
のものを含んでいる。したがって，消費者という人間を理解するには，かれの教育， 体
質，余暇，技術， 言語， 分析的な思考， 精神力， 野心， 社会的態度，収入， 貯蓄， 人
種，宗教，健康その他いろいろの観点から分析する必要がある。ここに生産者と使用者と
の間の抗争をまねくのである。また，財貨の流れを時間的にみると，五つの時間系列があ
るという 14)。生産時間 (productiontime), 配給時間 (distributiontime), 満足
時間 (satisfactiontime), 価値低落時間 (depreciationtime) および置き換え時間
(replacement time)がそれである。生産時間とは，原材料を手に入れる最初の行為と
完成品を配給業者に引き渡す最終行為との間の時間である。どのような商品でも，それ自
身の典型的な生産時間をもっている。しかもこの時間は，非常に短縮されて減少していく
傾向をもっている。配給時間とは， (1)展示のための時間， (2)販売のための時間， (3)引渡し
のための時間のそれぞれ三つを含んだものである。展示時間とは，見込みのある消費者に
14) W. B. Pitkin, The Consumer; his nature and his chang切ghabits, 1932. pp. 353 
~363. 
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その商品の長所を教育する行為といってもよかろう。販売時間とは，その商品を展示する
行為（および見込みのある消費者の関心をとらえる行為）と消費者にそれを購入するよう
説得する時間との間の範囲を含んでいる。これは心霊的な次元のものであって，物質的な
それではない。だから，慣習，態度，外観，先入観，および情緒などの心的反抗が取り扱
われるべき実際的要因である。しかもこれらの進捗度は個別的である。しかも販売時間は
たいてい長くなるだろう。満足時間とは，最初の単位反応の長さである。つまりその商品
の最初の享楽から満足の最後の増加にいたる単位の系列とみなすこともできる。財貨の質
が改善されれば一般にこの時間はふえるだろうが，しかし，絶対的な満足の限界をもつ商
品はそうにはならないだろう。消費時間は満足時間のー局面であり，心理的には重要であ
っても，経済的にはそうではない。価値低落時間は，ものの物質的性質によって決定され
る。品質が改善するにつれてこの時間は長くなるだろうが，しかし，婦人の被服の場合，
流行のほんの上瞬の変化はその着用者にとって総満足を減らし，結局，この時間は減少す
る。置き換え時間には，満足時間，価値低落時間および利用できる貨幣のそれぞれ三つの
範囲を含んだものである。以上の五つの時間の傾向は大量商品においてはその量と利益の
低下に作用する。消費者たちはいっそう低い価格でますますよりよい品質を主張する。だ
からメーカーと使用者の間には必然的に争いが起こる。消費者の数や力は優っているから
彼らは勝つかもしれないが， しかし，メーカーはそのうわてを用いて対抗し，大抵の場
合，メーカーが勝利をおさめるのである。だから配給上における王様は消費者でなくて生
産者である。 これに対して， かれは消費者教育のこれまでのあやまりを指摘するととも
に，消費者のための新しい学校の設立の必要をとくのである。たとえば，多くの学校で消
費者問題はまちがった教育を行なっており，私的利用も許されていたという。たとえば，
腔口衛生の口実のもとに行商人は歯磨の特定のプランドの使用を子供に説得することも許
されていた（この歯磨は，メーカーでは2セントのコストに対し，小売は25セントのもの
であった）。また1930年の冬，彼はアメリカ西部の州のいくつかの学校長から聞いたので
あるが，集会で児童にたいし，すぐ家に帰って彼らの両親から小売人のためにより多くの
お金を使うようにもってこさせることを主張していることがあった。公益事業の従事者が
教育の名の下に宣伝者となったことが公式の記録に残り問題となった。このことは，消費
者保護のための多くの立法の要請や，起訴された事件をみてもはづきりする。そこで，こ
んご生産者支配の形態から消費者支配のそれにとって代わるぺきだとし，明日の高校や大
学は生活設計研究所になることによって，人々に最高の奉仕をすべきであると主張してい
る。
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1937年，AlfredP.Sloan財団がミズリー州，コロンビアのステフェンス大学(Stephens
College)に消費者教育研究所 (Institutefor Consumer Education)を設立した。 こ
の研究所は1941年まで活動した。殊に1930年代後期からは消費者経済学などの新しい教科
課程が大学や高校に設けられるに至った。その課程の内容はいっそう専門的，技術的な家
政学のそれとは全く別のものであったし， この分野はいっそう広汎な視野を開いていっ
た。マーケッティング・コースにおいてもこの分野の重要性は大いに注目された。また成
人の研究グループは消費者の購買問題に注意を向けた。アメリカ女子大学協会 (American
Association of University Women)や婦人クラプ総連合 (GeneralFederation of 
Women's Clubs)なども彼らの消費者活動を拡大した。 1939年， 第一回全国消費者教育
会議が，各種の消費者団体関係の代表400名の出席のもとに StephensCollegeで開催さ
れ，アメリカ広告代理店協会 (TheAmeric~n Association of Advertising Agencies) 
の消費者局長D・モントゴメリー氏は，成長しつつある消費者運動に対して，広告業者た
ちのむしろ好ましからざる態度について報告した。
1930年代に入ると．この分野における研究がいっそう深まるとともに，相当多数にのぼ
る著書が刊行された。そのうちの主なものをみると，次の通りである。
Elizabeth A. Levett, The Consumer in History, 1929. 
H.M. Kallen, Decline and Rise of the Consumer, 1936. 
Howard F. Bigelow, Family Finance: A Study in the Economics of Consumption, 
1936. 
N. Balchin, Income and Outcome: A Study of Personal Finance, 1936. 
Charles A.Wyand, Economic of Consumption, 1937. 
Marguerite Reid, Consumers and the Market, 1938. 
Jess V. Coles, Consumer. Buyer and the Market, 1938. 
R. S. Vaile and H. G. Canoyer, Income and Consumption, 1938. 
Elizabeth Hoyt, Consumption in Our Society, 1938. 
Leland J. Gordon, Economics for Consumer, 1939. 
W. K. Gabler, Labeling the Consumer Movement, 1939. 
これらの著書は，それぞれの特殊の専門分野の観点から消費者のための経済学，消費経
済論を内容とした経済生活における消費支出の分析，消費者としての購買者の態度や慣習，
生活水準や生活基準，消費者と市場，消費者と生産者の関係，協同組合などの問題を多角
的な観点から扱っている。しかし，消費経済論の展開に寄与したのは単にこれらの著書に
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よるのみではない。消費者運動の朋芽とともに起こった消費問題に関連したいろいろの調
査機関や団体，とりわけ婦人クラプ総連盟 (1890年），全米消費者同盟 (1899年），アメリ
力家政学協会 (1918年），農務省の家政局 (1923年），消費者研究所 (1929年）， アメリカ
消費者同盟 (1936年），消費協同組合運動などの活動が多大の影響を及ぽしたことも看過
してはならない。15)
まとめ
われわれは，以上において，主として1900年代以降を中心に，アメリカにおける「消費
経済論」研究に直接的間接的に関連する学説や思想や理論の一端を紹介した。そして，こ
れらの系譜から「消費経済論」の分析志向のいくつかを示唆しておいた。
ここに，それを要約すれば次の通りである。
(1)自由放任思想のもとにおける経済学の消費論ないし消費思想は「見えざる手」 (in-
visible hand)によって，生産と消費は詞和するという，いわゆる正統派経済学を信奉し
た自由競争支配のもとでの「消費経済論」であったこと。
(2)しかし，自由競争支配から独占体の支配への移行に伴って，また，たび重なる恐慌の
もとに独占資本の矛盾が激化するなかで，「消費経済論」の分析視角が， イギリスやヨー
ロッバの資本主義諸国において分折された労働者の生活実態調査を模倣した家計費•生計
費調査が盛行を極めたが，これらの研究分析は，一面では貴重な資料を提供したとはいえ，
結局のところ真に「消費経済論」の核心に迫ることはできなかった。むしろ，これらの調
査研究の分析視角は，単なる一定の生活水準や生活基準の設定という技術的な問題に終始
した。しかし，その設定がいったん与えられると，企業者やその団体はその静態的な水準
や基準の設定を楯にして，労働組合運動の賃金引上げ交渉に異常な抵抗の手段に使用する
ばかりでなく，この運動の鎮静手段に利用する結果ともなった。また，消費者の態度•実
態・行動などの調査研究は，本来それ自身の目的をもっていたとしても，結果的には企業
の販売戦略や市場拡大のための貴重な資料として逆利用される場合も少．くなかった。
(3)自然法思想や個人的自由競争を原理とする自由経済体制を信奉する経済学が，上述の
意味での解決を与えるに殆んど無力であった。 これに対して， T. ヴェプレンがアメリカ
独占企業を制度主義的思考の立場から徹底的な批判の論理を展開し，またそこに「消費」
15)詳論については，拙稿「消費者運動の史的考察」「天野敬太郎先生古稀記念論文集」
（近刊）を参照されたい。
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や「消費者」や「消費者問題」の所在を単に経済的側面のみならず文化的社会的心理的側
面などの視点から余焔なきまでに解明した。かくして，彼の思想に影響された人々も決し
て少くなかったし，今日においてもその理論はいっそう豊かな現実性をもっているといえ
よう。
(4)しかし，他方では独占資本のいっそうの集積集中， ビック・ビジネスの出現，巨大企
業の横暴と市場制覇の野心など1900年代前・後期のまさに嵐のなかで，消費者運動や消費
者教育などが地道に興隆し展開していった。しかし，独占資本の行動様式は，資本主義的
生産の基本的矛盾を解決することなく，却ってそれがいっそう深化していくなかで，それ
を流通や販売に転化し，あるいは，かれらの流通支配や巧妙極まる販売術(salesmanship)
を強化することによって， しかし他方ではあたかも消費者大衆に迎合的態度や消費者中心
主義的スローガン "Consumeris King"などの偽装をこらしながら，その実態はいっそ
う強大なマーケテング戦略をとらなければならなくなってきたこと。また，消費者運動の
本格的台頭により，販売志向の栓桔化がいよいよ深化し，大衆消費者操縦は新しい形態で
展開される段階に至ったこと。
しかし，以上の要約のなかには，それほど詳細にわたって触れなかった点もあるので，
続稿のプランの課題を次に示し，そこで補いたい。
アメリカ独占資本の消費者支配の形態， マーケテング諸政策における消費者操縦の形
態，消費者運動の発展の制約とその限界，消費者利益と消費者保護，消費者行政と消費者
教育，労働組合と消費者，消費者組織と政府，国家独占資本主義と消費生活，など。
（未定稿）
118 
